
 

平成２２年度当初予算案について 
Ｈ２２．２．８ 

１ 予算編成の基本的姿勢 
 
① 一昨年末の金融危機の発生以降、依然厳しい状況にある県内の経済雇用情勢を打開し、県民生活

の向上を図るため、本県の平成２２年度当初予算は、平成２１年度 1 月補正・２月補正から途切れ

なく連続した「１５ヶ月予算」という考えのもと編成を行った。 
② 平成２２年度の地方財政計画においては、「地域活性化・雇用等臨時特例費」が創設されるなど

により地方交付税が１．１兆円増額となり、臨時財政対策債を加えた「実質的な地方交付税」は、

過去最高の額が確保されたところ。しかし、地方交付税の財源不足を臨時財政対策債の大幅な増に

より補てんする状況は変わらず、また、公共事業の大幅な削減や「子ども手当」の一部地方負担の

導入など地方財政をとりまく状況は不安定である。 
③ 県税収入は、景気の低迷により個人県民税・法人事業税をはじめ大幅に減少する見込みの一方、

引き続き高水準にある公債費負担や社会保障費など義務的な歳出が増大する下で、「財政運営の誘

導目標」達成に向けて着実に財政健全化を進めるという厳しい制約の中での予算編成となった。 
④ こうした厳しい制約の中にあっても、「鳥取県の将来ビジョン」を念頭に、「活力 あんしん 鳥取

県」の構築に向け積極的に取り組むこととし、雇用の確保など地域にセーフティネットを張る一方、

「鳥取県経済成長戦略」をもとにした産業振興施策、鳥取自動車道開通を好機とした観光施策、鳥

取県の「人財」が主役となる「鳥取力」の創造や人財づくりの推進などの重点分野においては、各

施策の連携を強化し、相乗効果により最大の成果が得られるよう留意し積極的な予算計上を行った。 
⑤ 予算編成にあたっては、本県独自に行った「事業棚卸し」の結果も踏まえ、事業全般にわたって

内容を精査し、最少の経費で最大の効果を上げるよう配慮するとともに、既存事業の見直しと大胆

な選択と集中を行いつつ、様々な施策が展開されている現場や県民からの声を常に意識し、各種団

体などからの意見や提言を十分に検討、反映するよう心がけた。 
⑥ こうした結果、今回の予算編成において「財政運営の誘導目標」（２２年度末時点における、基

金残高が３００億円以上、実質的な借入金残高【県債残高（臨財債除）－基金残高】が１８年度末

（4,267 億円）以下）の達成の見通しをつけた。 
 

２ 予算案の概要（一般会計） 
     ＜３，４９４億円＞           ＜＋１０６億円＞ ＜＋３．１％＞ 
○予算規模：３，３４５億円 （前年度 ３，３８８億円、▲４３億円、   ▲１．３％） 

＊上段＜ ＞内は平成２２年度から平成２１年度への前倒し分等を含む、平成２１年度１月補正予算から平成２２年度

当初予算までの１５ヶ月予算 
  

  ※主な増減要因 

公債費：６００億円（＋３６億円）、緊急雇用創出事業：４２億円（＋３３億円）、鳥取県緑の産業再生プロジェクト

事業：１９億円（＋１９億円）、鳥取県地域医療再生基金事業：１２億円（＋１２億円）、介護職員処遇改善等事業：

１２億円（＋１２億円）、県庁舎耐震補強整備事業：８億円（＋８億円）、強い農業づくり交付金：１０億円（＋６億

円）、補助公共（直轄負担金含）：３２４億円（▲７１億円）、単県公共：１７４億円（▲３５億円）、企業自立サポー

ト事業（商工制度金融費）：４１億円（▲４７億円）、鳥取県住宅供給公社経営安定化事業：０億円（▲２２億円）、職

員人件費：８９３億円（▲１４億円）、県立学校耐震化推進事業：２億円（▲１１億円） 
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（参考）鳥取県緊急雇用経済対策 

２１年度１月補正   １４７億円 

２１年度２月補正     ２億円 

２２年度当初予算     ３１５億円  （全体 ３，３４５億円） 

 合  計      ４６４億円     （３，４９４億円） 

 
○歳 入 

   県 税 収 入            ４１６億円 （前年度 ４６８億円、▲ ５２億円、▲ １１．１％） 
   地方法人特別譲与税    ６０億円 （前年度 ３７億円、＋ ２３億円、 ＋ ５９．８％） 
   地方交付税     １，１４４億円 （前年度 １，１１８億円、＋ ２６億円、＋ ２．３％） 
   県   債       ７１５億円 （前年度 ７１７億円、▲ ２億円、▲ ０．２％） 
    （臨時財政対策債      ４７９億円 （前年度 ４４１億円、＋ ３８億円、＋ ８．７%） 
    （臨時財政対策債除き    ２３６億円 （前年度 ２７６億円、▲ ４０億円、▲ １４．６%） 

※地方交付税＋臨時財政対策債 
      １，６２３億円 （前年度 １，５５９億円、＋ ６４億円、＋ ４．１％） 
 
（参考）・・・三位一体改革以前との比較                 （単位：億円） 

比  較  
区   分 

Ｈ１５年度 
決算 
    ① 

Ｈ２１年度

当初予算 
②

Ｈ２２年度

当初予算  

    ③
 

③－② 
 

③－① 
地方交付税 

＋臨時財政対策債 
１，７３８ １，５５９ １，６２３ ＋６４ ▲１１５

県   税 ４７７ ４６８ ４１６ ▲５２ ▲６１

地方法人特別譲与税 ０ ３７ ６０ ＋２３ ＋６０

国庫補助金（税源移譲分） １２６ ０ ０ ０ ▲１２６

    合  計 ２，３４１ ２，０６４ ２，０９９ ＋３５ ▲２４２

 
○歳 出 
           ＜２，８５６億円＞           ＜＋１２９億円＞＜＋４．７％＞ 
  ア 一般事業 …… ２，８００億円 （前年度 ２，７２７億円、＋７３億円、＋２．７％） 

＊上段＜ ＞内は平成２２年度から平成２１年度への前倒し分等を含む、平成２１年度１月補正予算から平成２２年度

当初予算までの１５ヶ月予算 
① 職員人件費は給与改定、定数削減等によって対前年度１４億円の減となる一方で、公債費は

臨時財政対策債の償還費の増等により３６億円の増。さらに、平成２１年度の国の一次・二次

補正関連の基金（鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金、鳥取県地域医療再生基金、鳥取県緑

の産業再生プロジェクト基金等）の活用や「鳥取県経済成長戦略」に基づく戦略的推進分野に

即した県内産業の振興施策など、現下の雇用経済情勢への対策の事業費が増。 
② 事務内容の見直し等により経費削減を図るとともに、将来ビジョンに掲げる「活力」「あん

しん」のための諸課題、諸政策について重点的に盛り込んだ。 
 
            ＜６３８億円＞           ＜▲２３億円＞＜▲３．５％＞ 
   イ 公共事業 …… ５４５億円 （前年度 ６６１億円、▲１１６億円、▲１７．５％） 

＊上段＜ ＞内は平成２２年度から平成２１年度への前倒し分等を含む、平成２１年度１月補正予算から平成２２年度

当初予算までの１５ヶ月予算 
    （参考：地方財政計画の投資的経費▲１５．３%、国の公共事業予算▲１８．３％） 
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 ① １件毎に事業を厳しく精査し所要額を計上した。 
② 国の公共事業予算が大幅に削減される中、平成２１年度１月補正予算に積極的に単県公共事

業を前倒し計上するなどにより、１５ヶ月予算で前年度並の額を確保。 
③ 地域高規格道路の整備などの早急に取り組みが必要な事業等には選択と集中により重点投 
資し進捗を図る。 

 
３ 変動率の推移 

                              （単位：％） 
 年   度 １６ １７ １８ １９＊ ２０ ２１ ２２ 
本県当初予算 ▲６．０ ▲３．７ ▲５．５ ▲４．８ ▲５．３ ０．３ ▲１．３

地方財政計画 ▲１．８ ▲１．１ ▲０．７ ▲０．０ ０．３ ▲１．０ ▲０．５

国 の 予 算       ０．４ ０．１ ▲３．０ ４．０ ０．２ ６．６ ４．２

注）＊印の年度の本県当初予算は肉付け後 
 
４ 主な内訳 

                            （単位：百万円、％） 
比 較 

区      分 H２２年度 H２１年度
金  額 変動率 

 予  算  規  模 <349,396>
334,476 338,758

＜+ 10,638＞
▲ 4282 

＜+ 3.1＞
▲ 1.3

県   税 41,568 46,754 ▲ 5,186 ▲ 11.1
地方交付税 114,353 111,811 + 2,542 + 2.3
県   債 71,545 71,723 ▲ 178 ▲ 0.2

臨時財政対策債 47,964 44,121 ＋ 3,843 ＋ 8.7 
臨時財政対策債除き 23,581 27,602 ▲ 4,021 ▲ 14.6

 
歳 
 
入 
 

＜再掲＞地方交付税＋臨時財政対策債 162,317 155,932 ＋ 6,385 ＋ 4.1

一般事業 <285,589>
279,960 272,649

＜+ 12,940＞
＋ 7,311

＜+ 4.7＞
＋ 2.7

 うち公債費 59,969 56,368 ＋ 3,601 ＋ 6.4
歳 
 
出 

公共事業 <63,807>
54,516 66,109

<▲ 2,302>
▲ 11,593

<▲ 3.5>
▲ 17.5

注）上段＜ ＞内は、平成２２年度から平成２１年度への前倒し分等を含む、平成２１年度１月補正 
予算から平成２２年度当初予算までの１５ヶ月予算 

 
５ 基金の取り崩し 

              （単位：百万円） 
  基   金   名 H２２年度 H２１年度 
財政調整基金 ０ ０

減債基金 ３，８００ ５，０００

県立公共施設等建設基金 ２００ ３００

長寿社会対策推進基金 １，４００ １，４００

大規模事業基金 ０ ０

計 ５，４００ ６，７００
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